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令和 3年 3月バージョンアップのご案内 

 

 

あ 拝啓 貴所益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。毎度格別のお引立てに預かりありがとうございます。 

さて、KEMPOSに関し、以下の点につきバージョンアップを行いますのでご案内申し上げます。 

 

 

１ KEMPOSの動作環境について（バージョンアップお申し込み前にご確認ください） 
本バージョン(Ver850)を含む Ver820 以後の KEMPOS は、Microsoft Office 64bit 版への対応に伴い、

Microsoft 社がサポートしている Office 2013 以後の環境でのみ動作します。サポートが終了している

Office 2010以前の環境では動作しなくなりますので、予めご確認ください。 

 

 

 

２ 祝日休日を考慮して期限管理をされているユーザー様について 
Ver820以後をお使いのユーザー様に関しましては、内閣府が提供する 2021年の CSVデータを、ユーザー

様ご自身で取り込んでいただくようお願いいたします。 

 

 

尚、今回のリリースは Ver850となります。 

敬具 
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８．ドイツ特許にて、「DESETION TO GRANT」の手続を追加しました。 

 

（３）請求関連 

     

９．請求台帳の明細行に担当者 2，担当者 3の項目を追加しました。 

  (検索結果の出力につきましてはユーザー様ごとに書式が異なるため、有償カスタマイズとなります) 

10．入金及び請求時に前受金の入力を行った場合に顧客台帳の前受金残高を更新出来るようにしました。 

  (ご希望の場合のみ実装します。ご希望が無ければ変更はございません) 

 

（４）その他 

     

11．意匠の４条出願を取り込んだ際、経過に出願（４条）が入るようにしました。 

 

（５）編集コード 

12．編集コード VNに拡張コード C（国コード）を追加しました。 
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15．編集コード P3（次々回の納付年）を追加しました。 

 

  



 

（１）国内・共有関連 

 １．令和３年４月施行の意匠法改訂に対応しました。（複数意匠出願への対応） 

 

この改正意匠法における改正事項のうち、施行時期が未定であった以下の２つについて 2021年 4月 1日から施行

されることになりました。 

 

・複数意匠一括出願 

現在、一意匠一出願の原則のもと、一件の出願には一つの意匠しか含めることはできません。 

しかし、2021年 4月 1日からは、一件の出願に複数の意匠を含めることができます。 

なお、審査は意匠毎に受け、一意匠ごとに一つの意匠権が発生することになります。 

 

・物品区分表の廃止 

意匠出願願書に記載する「意匠に係る物品」を定める「物品区分表」が廃止されます。 

これにより、「意匠に係る物品」について柔軟な記載が可能となり、「意匠に係る物品」 

に関する拒絶理由に該当する可能性が低くなることが期待されます。 

 

複数意匠一括出願 

最初に取り込んだ時に複数意匠一括出願及びその中の個別意匠の台帳を併せて作成します。 

一括出願意匠の関連出願には関連区分「個別意匠」で個別意匠をセットします。 

 

出願番号通知は個別意匠の整理番号に紐づけされていると思われるので取込で個別意匠の整理番号をキーに 

して照合して、ない場合は手動で入力して照合します。 

 

出願番号通知を受け取った以降については、通常の意匠出願と同様となります。 

 

１－１．初期メニュウから複数意匠取込ソフトの起動。 

・「パソコン出願取込」に「複数意匠」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

１－２．複数意匠一括出願（通常：新規性喪失の例外・優先権・本意匠・秘密意匠等の指定なし）のケース 

 

・複数意匠一括出願の出願書類の見本です。 

 書類名は「複数意匠一括願」で、以下に構成する個別意匠が【意匠１】、【意匠２】・・と記載されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・複数意匠取込の取込画面です。複数意匠出願の出願書類を読み込んだ画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・個別意匠のタブです。 

 個別意匠単位で記録しています。 

 「複数意匠＋個別意匠の数」分の台帳が作成されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・取り込んだ後の出願台帳です。 

 関連出願に個別意匠が追加されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願経過には「出願」が追加されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・個別意匠の台帳も同時に作成しています。 

 出願日は親意匠（複数意匠出願）の出願日と同一です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・個別意匠の関連出願です。 

 親意匠「D-2007」は複数意匠として登録されています。 

 他の個別意匠は登録されていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



１－３．複数意匠一括出願（通常：新規性喪失の例外・優先権・本意匠・秘密意匠等の指定あり）のケース 

 

・複数意匠一括出願の出願書類の見本です。 

 書類名は「複数意匠一括願」で、以下に構成する個別意匠が【意匠１】、【意匠２】・・と記載されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・複数意匠取込の取込画面です。複数意匠出願の出願書類を読み込んだ画面です。 

特記事項の内容と秘密意匠の記載を取り込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・個別意匠のタブです。 

 個別意匠単位で記録しています。 

 「複数意匠＋個別意匠の数」分の台帳が作成されます。 

本意匠の情報と優先権の情報を取り込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・取り込んだ後の出願台帳です。 

 関連出願に個別意匠が追加されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願経過には「4条出願」が追加されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・個別意匠の台帳も同時に作成しています。 

 出願日は親意匠（複数意匠出願）の出願日と同一です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・個別意匠の関連出願です。 

 親意匠「D-2008」は複数意匠として登録されています。 

 他の個別意匠は登録されていません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

１－４．出願番号通知の取込 

 

・出願番号通知のサンプルです。 

 先頭の整理番号をキーにして出願台帳と連結します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



・出願番号通知を読み込んだ画面です。 

 番号通知日と出願番号がセットされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取込終了後の出願台帳画面です。 

 出願番号がセットされています。経過には出願番号通知が追加されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これ以後はそれぞれの個別意匠にて管理を行いますので、複数意匠一括出願の出願台帳は不要となります。一括

出願の台帳にして消滅の手続「完了」などを入力して、管理不要の処理をして下さい。  



 

２．昨年(２０２０年４月)の関連意匠制度の拡充に伴い、関連区分に「基礎意匠」および「基礎意匠に係る関連意

匠」を追加しました。 

 

昨年（令和２年）の意匠法改正に伴い、従来は関連意匠についてのみ類似するものは登録が認められません 

でしたが、関連意匠についてのみ類似するものについても登録が認められるようになりました。 

そして、新たに「基礎意匠」が以下の内容で規定されました。 

「基礎意匠とは、関連意匠に係る最初に選択した一の意匠をいう。 

関連意匠にのみ類似する関連意匠を登録可能とすることに伴い、最初に選択した本意匠と、本意匠 

とみなされた関連意匠とを区別するために、最初に選択した本意匠を、「基礎意匠」と定めた。 

基礎意匠（最初に選択した本意匠）の関連意匠、及び当該関連意匠に連鎖する段階的な関連意匠 

については、先願の規定は適用しない。」 

 

現在の KEMPOSでは以下のように管理しています。 

 

①意匠 A（基礎意匠） 

・「関連意匠：関連意匠 B」 

 

②関連意匠 B（本意匠は意匠 A） 

・「本意匠：意匠 A」 

・「関連意匠：関連意匠 C」 

 

③関連意匠 C（本意匠は関連意匠 B） 

・「本意匠：関連意匠 B」 

・「関連意匠：関連意匠 D」 

 

④関連意匠 D（本意匠は関連意匠 C） 

・「本意匠：関連意匠 C」 

 

直接の関連はこれで問題ありませんが、今回、より関係をわかりやすくするために新に以下の関連区分を追加 

します。 

「基礎意匠」「基礎意匠に係る関連意匠」 

 

「基礎意匠」につきましては、出願日を原出願日に転記するようにします。 

最初の本意匠から連なる全ての関連意匠には、関連出願に「基礎意匠」を入力し、原出願日を設定するように 

します。 

 

関連意匠出願期限及び存続期限の起算日は原出願日がある場合は原出願日からとします。 

最初の本意匠を元にする関連意匠は「本意匠」「基礎意匠」が同一となります。 

 

出願取込ソフトをお使い頂く場合には自動で「本意匠」、「基礎意匠」の設定がされますが、上記仕様変更に伴い、

手動で関連意匠 R02 の出願台帳を作成する際には、「本意匠」と[基礎意匠]の両方を関連出願に入力する必要があ

りますのでご注意下さい。 

  



 

「意匠 A」→「関連意匠 B」→「関連意匠 C」→「関連意匠 D」の関係があった場合、以下のようになります。 

 

①意匠 A（基礎意匠） 

 関連出願には以下がある 

 ・「基礎意匠に係る関連意匠：関連意匠 B」 

 ・「基礎意匠に係る関連意匠：関連意匠 C」 

 ・「基礎意匠に係る関連意匠：関連意匠 D」 

 

②関連意匠 B（本意匠は意匠 A） 

 ・「本意匠：意匠 A」 

 ・「基礎意匠：意匠 A」 

 ・「基礎意匠に係る関連意匠：関連意匠 C」 

 ・「基礎意匠に係る関連意匠：関連意匠 D」 

 

③関連意匠 C（本意匠は関連意匠 B） 

 ・「本意匠：関連意匠 B」 

 ・「基礎意匠：意匠 A」 

 ・「基礎意匠に係る関連意匠：関連意匠 D」 

 

④関連意匠 D（本意匠は関連意匠 C） 

 ・「本意匠：関連意匠 C」 

 ・「基礎意匠：意匠 A」 

 

  



 

①最初の意匠（意匠Ａ） 

・出願書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取り込んだ後の出願台帳 

 関連出願には何もありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

②意匠Ａを本意匠とする関連意匠Ｂ 

・出願書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取込画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・取り込んだ後の関連意匠Ｂの出願台帳画面。 

 「本意匠」「基礎意匠」で D000003-Aがセットされています。 

 原出願日には基礎意匠の出願日がセットされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本意匠から基礎意匠の出願台帳画面。 

 関連意匠には「基礎意匠に係る関連意匠」で D000003-Bがセットされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

③意匠Ｂを本意匠とする関連意匠Ｃ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・取込画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・取り込んだ後の関連意匠Ｃの出願台帳画面。 

 「本意匠」には D000003-Bがセットされています。 

「基礎意匠」には D000003-Aがセットされています。 

 原出願日には基礎意匠の出願日がセットされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・意匠Ｃの本意匠である意匠Ｂの画面 

 関連出願には以下の３行がセットされています。 

 「本意匠」 ：D000003-A 

 「基礎意匠」：D000003-A 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-C 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・最初の意匠である意匠Ａの画面です。 

  関連出願には以下の２行がセットされています。 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-B 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-C 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

④意匠Ｃを本意匠とする関連意匠Ｄ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・取り込んだ後の関連意匠Ｄの出願台帳画面。 

 「本意匠」には D000003-Cがセットされています。 

「基礎意匠」には D000003-Aがセットされています。 

 原出願日には基礎意匠の出願日がセットされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・意匠Ｄの本意匠である意匠Ｃの画面 

 関連出願には以下の３行がセットされています。 

 「本意匠」 ：D000003-B 

 「基礎意匠」：D000003-A 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-D 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・意匠Ｃの本意匠である意匠Ｂの画面 

 関連出願には以下の４行がセットされています。 

 「本意匠」 ：D000003-A 

 「基礎意匠」：D000003-A 

「基礎意匠に係る関連意匠:D000003-C 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-D 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・最初の意匠である意匠Ａの画面です。 

  関連出願には以下の３行がセットされています。 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-B 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-C 

「基礎意匠に係る関連意匠」：D000003-D 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  



 

 ３．特許管理の出願台帳から請求書に連結する際に、子会社請求書など複数請求書を使用している場合 

異なるデータベースに連結出来るよう対応しました。 

(切り分けの規則がユーザー様ごとに異なるため、実装につきましては有償カスタマイズとなります） 

 

 

 

  



 

（３）外国関連 

 ４．中国特許(２０２１年６月)の法改正に対応しました。(調整期間および存続期限の延長に対応) 

 

 ・審査による登録遅延を補填する制度が新設されました。出願日から４年を満了し且つ実体審査請求から 

３年を満了してから発明特許が登録された場合、特許権者の請求に応じて、審査における不合理な遅延期間 

が補填されます。（米国の調整期間と同様。米国特許用に設けているものを適用します。） 

 ・医薬品に係る発明特許の期間延長制度が新設されました。中国における販売許可を得た新薬に係る発明特許 

に対して、特許権者の請求に応じて、薬事審査に要された期間が補填されます。補填期間については５年を 

超えない且つ新薬販売許可後の合計有効特許権期間が１４年を超えないと規定されています。 

（存続期間の延長登録と同様。日本の特許用に設けているものを適用します。） 

・発明出願、実用新案出願の優先権証明書提出期限が現行法の３か月から改正後の優先日から１６か月に緩和 

されました。意匠出願の提出期限は、３か月です。 

 

CN特許の手続きに「延長出願手続」を追加します。 

 

 

  



調整期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

存続期間延長登録 

 

CN特許の手続設定 

「延長出願手続」を追加します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



５．中国意匠(２０２１年６月)の法改正に伴い、出願種別「CN意匠 21」を追加しました。 

  (存続期限が１０年→１５年に延長) 

 

 ・存続期限が１０年から１５年（出願日が起算日）に変更されました。 

新たな出願種別「CN意匠 21」を設けました。 

 ・意匠登録出願にも国内優先権制度が導入されました。（第 29条） 

  今回の改正で、意匠登録出願にも国内優先制度が導入されるようになりました。 

  関連出願に優先(国内)で基礎出願を入力する事で対応します。 

  1992年専利法改正による国内優先制度の導入は、特許（発明専利）及び実用新案にしか導入されておらず、 

  2008年第 3回の専利法改正時に、意匠登録出願にも国内優先制度の導入が要望されましたが、導入に至らな 

かった経緯がありました。 

 

存続期限が出願日から１５年に変更されます。 

出願種別「CN意匠 21」で入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願入力。年金は２年目からです。 

 納付年数「１」、年金期限「出願日から１年後」で設定されます。 

 存続期限が出願日から１５年後で設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

国内優先権 

 

最初の出願 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国内優先権主張出願 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 ６．２０１８年６月施行のラオス商標法改正に伴い、出願種別「LA商標 18」を追加しました 

 

・異議申立制度の導入：異議申立期限は公告日から 60日以内です 

・商標権の有効期間に関する起算日の変更：出願日から 10年に変更されます 

・商標の定義の拡大：3D立体商標及び動き商標の商標出願が認められます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

出願公告の入力と異議受け期限の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

異議受けなしの入力による異議受け期限の解除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

異議受けの入力による異議受け期限の解除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・存続期限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 ７．米国特許法改正：America Invents Act(２０１３年３月１６日施行)に伴い、 

「当事者系レビュー」「付与後レビュー」といった係争系の手続を用意しました。 

 

2013年 3月 16日に米国特許改正法（AIA[America Invents Act]）(2011年 9月 16日改正法)が施行 

されました。 

制度上では、先発明主義から先願主義への移行といった重要な内容を含んでいます。 

これらは期限管理等のシステムに関しては特に変更はありませんが、事務手続上では、新たに 

「当事者系レビュー」「付与後レビュー」といった係争系の手続きが追加されています。 

これらの手続については、今回、追加事項として説明を追加しています。 

 

（審査系） 

①査定系再審査(Ex Parte Reexamination) 

 特許付与後に主に特許権者が請求。訂正審判に近いもの 

②補充審査（Supplemental Examination） 

 特許付与後に主に特許権者が請求。訂正審判に近いもの 

 

（係争系） 

①付与前情報提供(Pre-Issuance Third Party Submission) 

 情報提供（刊行物等提出）に近いもの 

②付与後レビュー（PGR：Post Grant Review） 

 付与後以後申立に近いもの 

③当事者系レビュー（IPR：Inter Partes Review） 

 無効審判に近いもの 

④ビジネス方法レビュー（CBMR：Covered Business Method Review）    

   付与後レビューのビジネス方法特許版にあたるものです。 

 

  



 

 

米国特許 手続追加 

KEMPOSでは基本的に係争事件として扱われる手続きです。 

出願人として行う手続は 

査定系再審査及び補充審査となります。 

 

28810 付与前情報提供(Pre-Issuance Third Party Submission) 

      出願公開から６月以内又は最初の拒絶理由通知のうち遅い方 

   ただし、特許査定通知前。第三者が行う。匿名も可。 

   出願人等「情報開示義務」を負う者は，自らの出願に対して情報 

      提供を提出することができない（施行規則 1.290 条) 

      なお，出願人は，情報提供への応答義務はありませｎ。拒絶理由通知で引用されて初めて， 

   出願人はその拒絶理由通知へ応答（意見書，補正書等）する必要性が生じる（審査基準§ 1134.01 VI B）。 

   改正前は出願人にも同じものを送る必要はありましたが、今回それは必要なくなりました。 

   出願人が知るのは拒絶理由通知に先行技術として引用された場合で、情報提供受けという手続きは 

   不要と思われます。 

 

28820 付与後レビュー（PGR：Post Grant Review） 

   特許の付与または特許の再発行の発行後 9月以内に第三者が特許の有効性を争うことができる制度 

   対象は、2013年3月16日以降に有効出願日を有する特許に限られます。 

   請求理由：保護適格性（35 USC§101）、新規性（35 USC§102）、非自明性（35 USC§103）、 

   明細書等の記載要件（35 USC§112）等 

   付与後レビューでは、請求人と特許権者の双方が、それぞれ主張書面と、自らの主張を裏付ける証拠を 

   提出できます。また、一定の範囲でのディスカバリが認められ、さらに口頭審理も開催され得ます。 

   付与後レビューでは、当事者系レビューと同様に、原則として審理開始日から 1年（ただし6か月延長 

   可能）以内に合議体による決定がなされます。また、付与後レビューの決定が確定すると、これも当事者 

   系レビューの場合と同様に、各当事者を拘束する禁反言の効果が生じます。 

 

   付与後異議申立て手続きの開始要件は、特許が無効である可能性が有効である可能性より比較的高い 

   （more likely than not)、又は請求が他の特許や出願にとって新しいあるいは決着のついていない 

   法律問題( a novel or unsettled legal question that is important to other patents or patent  

   applications）を提起する場合です。 

 

   請求書提出(請求人)→予備応答(特許権者)→審理開始決定(特許庁)→答弁/補正の申立(特許権者)→ 

   答弁への応答／補正への異議(請求人)→請求人の異議に対する応答(特許権者)→口頭審理→最終決定 

 

 

28830 当事者系レビュー（IPR：Inter Partes Review） 

   特許付与後9月の日、または PGRの手続きが終結した日の内のいずれか遅い方の後に、 

   第三者が特許の有効性を争うことができる制度です。 

   請求理由：新規性（35 USC§102）、非自明性（35 USC§103）のみ 

   特許権者が関与する場面はありません。 

 

   IPRでは特許や刊行物に基づく新規性・非自明性違反についてしか主張することができないため、 

   それ以外の無効理由をUSPTOで争いたい場合は、特許発行日から９ヶ月以内に PGRを請求することに 

   なります。（新法適用案件ではない場合や、既に９ヶ月の期間を過ぎている場合は、地方裁判所に無効確認 

   訴訟を提起しなければなりません）。 

 

   請求書提出(請求人)→予備応答(特許権者)→審理開始決定(特許庁)→答弁/補正の申立(特許権者)→ 

   答弁への応答／補正への異議(請求人)→請求人の異議に対する応答(特許権者)→口頭審理→最終決定 



 

28840 ビジネス方法レビュー（CBMR：Covered Business Method Review） 

   特許付与後9月の日以降、または PGRの手続きが終結した日の内のいずれか遅い方の後に 

   特許の侵害の追訴を受け、または特許に基づいて侵害を問われている第三者が、 

   ビジネス方法特許の有効性を見直すための制度です 

   CBM はビジネス方法特許の権利行使に対し侵害を疑われた被疑侵害者側の防御手段であり、 

   特許発行から９か月後であっても、付与後レビュー(PGR)と同様の内容にて、ビジネス方法特許 

   に対して行われるレビューである(AIA§18)。  

   CBM とは特許成立後の一定期間経過後に、ビジネス方法特許について係争に巻き込 

   まれた者が、USPTO に対し当該特許のレビューを求める暫定的な制度をいいます。 

   米国ではビジネス方法そのものは抽象的なアイデアとして特許を受けることができ 

   ないが、情報処理技術に組み込むことで一定条件下で特許を受けることができる。しか 

   しながら、ビジネス方法特許については影響力が大きいため、通常の PGR に加えて、 

   8年を限度としてビジネス方法特許に対する暫定的な CBM を認めることとしたものです。 

   申立人、または、申立人の実際の利害関係人若しくは利害関係人が、特許権侵害訴訟 

   で提訴(sued)されない限り、または、特許権侵害を問われ(charged)ない限り、申立人は、 

   申立てできません。 

   特許権者が関与する場面はありません。 

 

28850 査定系再審査（Ex Parte Reexamination） 

   査定系再審査は、特許が付与された後、米国特許商標庁に再審査を請求する手続きです。 

   査定系再審査の請求は、利害関係を有さない第三者も行うことができ、さらに、 

   匿名での請求も可能です。 

   手続き開始後に請求人が意見を述べる機会が、弁駁書の提出のみに限られており、 

   口頭審理は行われません。 

   手続きの流れ 

   査定系再審査の請求 

   →実質的に新しい疑問が提示されているか 

   →いる場合は特許権者の反論。ない場合は審査終了 

   →特許権者の反論があった場合は、査定系再審査の請求人による弁駁書 

    ただし、特許権者が反論せず、第三者に弁駁書の提出の機会を与えないケースが多く 

    特許権者が反論しなかった場合は、特許権者に拒絶理由知位置が発せられ、そのあとは通常の 

    審査と同様な流れとなります。そのあとは、第三者が意見を述べる機会はありません。 

   →特許性が否定されるべき場合は拒絶理由通知、ない場合は審査終了となります。 

 

１．改正に至る経緯 

 

米国では特許を産業政策的意図の観点ではなく、個人財産として厚く保護しているため、一旦成立した特許を無効

にする方法は不十分であった。 

改正前のＵＳＰＴＯに対する異議申立手続としては、査定系再審査（Ex Parte Reexamination）と当事者系再審査

（Inter Partes Reexamination）が設けられていた。 

査定系再審査（Ex Parte Reexamination）は、第三者が他人の特許に対する異議申立手段として請求することがで

きるが、第三者は手続にごくわずかしか関与できない。 

このため、日本や欧州から、第三者が十分に関与できる異議申立手段を設ける強い要求があり、１９９９年法改正

により第三者の関与が保証された当事者系再審査（Inter Partes Reexamination）が設けられた。 

しかしながら、いずれの再審査制度も、根拠が特許又は刊行物に限定されており、かつ、ディスカバリー（証拠開

示）もない等、効果的な手段ではなかった。このため、特許無効の争いは訴訟によることが多く、訴訟に費やす費

用や時間が問題となっていた。 

このような状況下、ＵＳＰＴＯで特許の有効性を十分に判断できるように、特許後の異議申立制度を充実させるこ

とが必要とされてきた。 

 



２．改正の要点 

上記のような米国特許法における問題点を是正すべく、２０１１年９月１６日に制定された法改正では特許後の手

続について改正が成された。すなわち、新たに利用できる登録後の手続として特許付与後レビュー（Post-Grant 

Review）、当事者系レビュー（Inter Partes Review）、及び補充審査（Supplemental Examination）の３つが規定さ

れた。 

特許付与後レビュー（Post-Grant Review）は、ほとんどの無効理由について申立を行うことができ、又、限定的で

はあるがディスカバリも行われ、さらに和解の手段を用いることもできるため、従来の再審査制度よりも効果的な

異議申立手段である。ただし、請求可能期間が特許の発行日から９ヶ月以内に限定され、又、申立人が主張し、又

は合理的に主張しえた理由についてはエストッペル（禁反言）の効果が働き、その後の民事訴訟等においてこれら

の理由に基づいて同一クレームについて無効を主張することができない等、申立人が請求前に留意すべき点も多

い。 

当事者系レビュー（Inter Partes Review）は、特許の発行の９ヶ月後、又は特許付与後レビュー(Post-Grant 

Review)の終了後のいずれか遅い方の後に請求することができる制度である。改正前の当事者系再審査（Inter 

Partes Reexamination）に代わる手続であるが、特許付与後レビュー（Post-Grant Review）の導入に伴って改正が

成された。特許又は刊行物のみを根拠とできる点は当事者系再審査（Inter Partes Reexamination）と同様である

が、ディスカバリや和解等について新たに規定されている。特許付与後レビュー（Post-Grant Review）と同様のエ

ストッペルが規定されており、注意を要する。 

補充審査（Supplemental Examination）は、上記２つのレビュー制度と異なり、審査段階における特許権者の瑕疵

を是正するものであり、訴訟における不公正行為の抗弁を減少させる目的を有する。特許権者のみが特許期間中に

請求することができ、請求の根拠は特許又は刊行物に限定されない。これにより、特許権者が自発的に特許の瑕疵

を是正し、侵害訴訟において特許が権利行使不能になるリスクを未然に防ぐことができる。 

新たに導入された２つのレビュー制度により、ＵＳＰＴＯにおいて特許の有効性を判断するケースの増加が期待さ

れる。又、補充審査制度の導入により、侵害訴訟における不公正行為の抗弁が減少し、訴訟の迅速化が図られるこ

とが期待される。 

なお、従来の査定系再審査（Ex Parte Reexamination）は大きな改正はなく維持され、又、当事者系再審査（Inter 

Partes Reexamination）は移行期間を経て廃止される。 

 

28860 補充審査（Supplemental Examination） 

   特許権者は、特許に関連すると考えられる情報を検討、再検討、または訂正するための、 

   当該特許の補充審査を米国特許商標庁に対して請求できるようになります。 

   これらの条項により、特許の権利行使可能性を訴訟において担保することが、特許権者に 

   とって容易になると考えられます。 

 

   補充審査手続は、通常審査の過程において何らかの事情で考慮されなかった情報であって 

   特許付与されたクレーム発明に関連が深いと特許権者が考える情報を考慮、再考、又は訂正 

   することによって、不公正行為を理由として特許が権利行使不能（”patent unenforceability”） 

   になるリスクを排除することを意図しています。 

 

   例えば，成立した特許の行使のための調査中，中国で出願した同様の特許発明について中国 

   特許庁から拒絶理由通知が出され，その中で引用されていた先行技術が，I D S（情報開示陳述書）注15） 

   として米国特許商標庁に提出されていなかったことがわかったとします。安全に当該米国特許権を行使する 

   には，その先行技術を特許商標庁に提出して，再度特許性を確認することが好ましいとされます。この制度 

   が制定される前，特許権者は査定系再審査を申し立てて瑕疵を治癒するしかありませんでしたが，再審査は 

   そのような目的に適した制度ではありませんでした。この補足審査制度を利用すれば，特許成立後，特許に 

   関する情報を考慮し，再考慮し，訂正してもらうことができます。 

 

   特許発行後に特許権者のみが請求できます。 

   訂正審判に近いものと思われます。 

 

   補充審査で提示された情報に関して、特許性に関する実質的な新たな問題があると判断された場合には、 

   査定系再審査（ex parte reexamination）への移行を命じられます。 



 

   IDSとして提出されなかった情報について補充審査を受け、「特許性に関する実質的に新たな問題」が 

   無いと判断されたか、その後の査定系再審査の結果、特許性が認められれば、後に特許訴訟に発展しても、 

   当該情報をIDSとして提出しなかったことが情報開示義務違反（Inequitable Conduct）と認められる 

   ことはありません。 

  



 

① 査定系再審査（Ex Parte Reexamination） 

 

 ・従来の「米国再審査請求(権利者本人が起こしたもの)」がほぼそのまま維持されたものです。 

  移行の手続きの入力は従来のものと同じです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

②補充審査（Supplemental Examination） 

  特許権者は、特許に関連すると考えられる情報を検討、再検討、または訂正するための、 

  当該特許の補充審査を米国特許商標庁に対して請求できるようになります。 

  これらの条項により、特許の権利行使可能性を訴訟において担保することが、特許権者に 

  とって容易になると考えられます。 

 

  補充審査手続は、通常審査の過程において何らかの事情で考慮されなかった情報であって 

  特許付与されたクレーム発明に関連が深いと特許権者が考える情報を考慮、再考、又は訂正 

  することによって、不公正行為を理由として特許が権利行使不能（”patent unenforceability”） 

  になるリスクを排除することを意図しています。 

 

  特許発行後に特許権者のみが請求できる。訂正審判に近いものと思われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（４）係争系手続 

 

①付与前情報提供(Pre-Issuance Third Party Submission) 

  ・出願公開から６月以内又は最初の拒絶理由通知のうち遅い方。ただし、特許査定通知前。 

第三者が行う。匿名も可。出願人等「情報開示義務」を負う者は，自らの出願に対して情報提供 

を提出することができない（施行規則 1.290 条)。出願人は，情報提供への応答義務はない。 

拒絶理由通知で引用されて初めて，出願人はその拒絶理由通知へ応答（意見書，補正書等） 

する必要性が生じる（審査基準§ 1134.01 VI B）。 

  改正前は出願人にも同じものを送る必要はあったが、今回それは必要なくなった。 

 

・入力は係争事件管理から行います。 

   不要と思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・出願種別として「US特許/係争」を選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

・依頼者は出願人ではなく「依頼人」として入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・各種の記載事項 

 対象案件、提出書類一覧等の特別な記入欄は設けていませんが、おおよそ以下の要領で入力して 

 おきます。 

 

 ［名称欄に記載］ 

情報提供の対象となる出願 

対象となる出願の出願人 

 

［備考に記載］ 

提出書類一覧 

簡単な説明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・「出願」「公開」「登録」情報は、経過入力ではなく、出願台帳の入力欄に手動で入力します。 

 Edit->All Entryで入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・手続は「係争事件（異議・審判）」グループから選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・付与前情報提供の入力画面です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

②付与後レビュー（PGR：Post Grant Review） 

 特許の付与または特許の再発行の発行後 9月以内に第三者が特許の有効性を争うことができ 

 る制度。対象は、2013年 3月 16日以降に有効出願日を有する特許に限られます。 

 特許の付与または特許の再発行の発行後 9月以内に第三者が特許の有効性を争うことができる 

制度で対象は、2013年 3月 16日以降に有効出願日を有する特許に限られます。 

 請求理由としては、保護適格性（35 USC§101）、新規性（35 USC§102）、非自明性（35 USC§103）、 

 明細書等の記載要件（35 USC§112）等を理由とする事ができます。 

 次の当事者系レビューでは、理由とできるのは、新規性と非自明性のみです。 

 付与後レビューでは、請求人と特許権者の双方が、それぞれ主張書面と、自らの主張を裏付ける 

証拠を提出できます。また、一定の範囲でのディスカバリが認められ、さらに口頭審理も開催され 

得ます。異議申し立て制度に近いものと思われます。 

 

・係争事件として入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・対象案件／権利者は名称欄に、請求理由は備考欄に記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・手続は「係争事件（異議・審判）」グループから選択します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・付与後レビューの日付は、登録日から９カ月以内である必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・予備応答(特許権者) 

 特許権者からの予備応答を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・審理開始決定(USPTO) 

 特許庁からの審理開始決定を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・答弁/補正の申立(特許権者) 

 特許権者からの答弁/補正の申立を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・答弁への応答／補正への異議(請求人) 

請求人からの答弁への応答／補正への異議を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・請求人の異議に対する応答(特許権者) 

 請求人の異議に対する特許権者からの応答を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・口頭審理 

 口頭審理を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・最終決定 

 USPTOの最終決定を入力します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

③当事者系レビュー（IPR：Inter Partes Review） 

  特許付与後 9月の日、または PGRの手続きが終結した日の内のいずれか遅い方の後に、 

  第三者が特許の有効性を争うことができる制度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予備応答から最終決定までの手続きについては、付与後レビューと同様です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

④ビジネス方法レビュー（CBMR：Covered Business Method Review） 

   特許付与後 9月の日以降、または PGRの手続きが終結した日の内のいずれか遅い方の後に 

   特許の侵害の追訴を受け、または特許に基づいて侵害を問われている第三者が、 

   ビジネス方法特許の有効性を見直すための制度です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予備応答から最終決定までの手続きについては、付与後レビューと同様です。 

 

 

 

  



 ８．ドイツ特許にて、「Decision To Grant」の手続を追加しました。 

  ・この手続を使用すると応答期限の設定と分割出願期限の設定が行えます。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・分割出願期限の期限は 1か月で設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・ドイツ特許（DE特許）に「Decision To Grant」を追加しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・Decision To Grantの期限設定（1か月）です。 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・「Decision To Grant」の入力です。応答期限と分割出願期限が発送日から 1か月で設定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・「Decision To Grant」の入力後の画面です。応答期限と分割出願期限が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ・設定されている応答期限に対応する手続として「審判請求」、「対応せず」を用意しています。 

  ・「対応せず」手続の追加 

 

  



 

（４）請求関連 

     

９．請求台帳の明細行に担当者 2，担当者 3の項目を追加しました。 

  (検索結果の出力につきましてはユーザー様ごとに書式が異なるため、有償カスタマイズとなります) 

 

・請求明細行に担当者 2,担当者 3を追加して、明細行ごとに担当者の割合を集計できるようにしました。 

 担当者ボタンを押すと担当者の入力がしやすいように、列の表示が変わります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・プルダウンから担当者を入力し、隣に割合を入力します。 

 

  



 

・入力後の画面です。行ごとに担当者と割合が入力されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今回のバージョンアップで明細担当者を行ごとに集計できるようになりますが、 

 この機能を利用して集計する専用のリスト標準機能として追加しておりません。 

 追加をご希望の際は弊社までご相談ください。 

  



 

10．入金及び請求時に前受金の入力を行った場合に顧客台帳の前受金残高を更新出来るようにしました。 

  (ご希望の場合のみ実装します。ご希望が無ければ変更はございません) 

 

・顧客台帳です。前受金残は 0です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・入金消込です。前受金 100,000円が入金されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・前受金入金後の顧客台帳です。前受金残に 100,000円加算されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・請求書の新規作成です。顧客台帳の前受金残が読み込まれています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・前受金に 50,000を入力した状態です。現前受金残は前の状態から 50,000円減額されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・請求書作成で 50,000円の前受金を使用した後の顧客台帳です。 

 前受金残は前の状態から50,000円減額されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

（５）その他 

11．意匠の４条出願を取り込んだ際、経過に出願（４条）が入るようにしました。 

 

・意匠法４条の願書です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・願書の HTMLを読み込んだ画面です。特記事項に「意匠法第４条・・」の記載があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

・意匠法４条の願書を取り込んだ出願台帳画面です。新規性証明期限が設定されています。 

出願経過には「４条出願」が設定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

  12．編集コード VNに拡張コード C（国コード）を追加しました。 

 13．編集コード VCに拡張コード YL（分担率）を追加しました。 

 14．編集コード C1～C9に拡張コード A（苗字）、B（名前）を追加しました。 

 15．編集コード P3（次々回の納付年）を追加しました。 

 

 

※ こちらに記載している内容については、弊社の環境で動作確認しておりますが、貴所の環境（OS, Officeの 

バージョンや種類、その組み合わせや、ネットワーク環境の違い）により動作しない可能性があります。 

お気づきの点につきましては弊社までご連絡下さい。 

 


